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次の注意事項及び答案用紙の注意事項をよく読んでから始めて下さい。

　〔注意事項〕

　　 1．�この問題集は、学科Ⅳ（構造）及び学科Ⅴ（施工）で一冊になっています。

　　 2．�この問題集は、表紙を含めて１6枚になっています。

　　 3．�この問題集は、計算等に使用しても差しつかえありません。

　　 4．�問題は、全て四肢択一式です。

　　 5．�解答は、各問題とも一つだけ答案用紙の解答欄に所定の要領ではっきりとマークして下

さい。

　　 6．解答に当たっての留意事項は、下記の⑴及び⑵のとおりです。

　　　　⑴�適用すべき法令については、令和 8年 １月 １日現在において施行されているものとし

ます。

　　　　⑵地方公共団体の条例については、考慮しないものとします。

　　 7．�この問題集については、試験終了まで試験室に在室した者に限り、持ち帰りを認めます。

（中途退出者については、持ち帰りを禁止します。）



1学科Ⅳ

学科Ⅳ（構造）

〔Ｎｏ． １〕	 図のように高さが等しい矩形断面と円形断面がある。同じ大きさの曲げモーメントが作

用するとき、図に示す垂直応力度分布となり、最大・最小垂直応力度±σが ２つの断面で等しくなっ
た。このとき、矩形断面と円形断面の断面積をそれぞれAR、ACとすると、それらの比として、正し

いものは、次のうちどれか。ただし、矩形断面と円形断面の断面二次モーメントはそれぞれ bh3
12 、πh4

64 である。

幅  b ＋σ

－σ

高さ h

高さが等しい矩形断面と円形断面 垂直応力度分布

AR ： AC

1 ． 9 ： 16

2 ． 3 ： 4

3 ． 5 ： 6

4 ． 1 ： 1



学科Ⅳ 2

〔Ｎｏ． ２〕	 図のような集中荷重 ２Pを受ける単純梁の中央点Ｂに生じるたわみδとして、正しいも

のは、次のうちどれか。ただし、梁は、曲げ剛性がAB間で ２EI、BC間でEIの弾性部材とし、自重

は無視する。

2EI

L L

2P

δ

CA B EI

1 ． PL3
2EI

2 ． PL3
3EI

3 ． PL3
4EI

4 ． PL3
5EI



3学科Ⅳ

〔Ｎｏ． ３〕	 図のような水平荷重Pを受ける骨組に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

B DC

E

A

P

L L

L

L

1 ．梁BC及び梁CDに生じる圧縮軸力の大きさは、 2P3 である。

2．梁BC及び梁CDに生じるせん断力の大きさは、 2P3 である。

3．点Bと点Dの曲げモーメントの大きさはともに、PL3 である。

4．柱ABと柱EDのせん断力の大きさQABとQEDとの比は、QAB：QED ＝ １：２ である。
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〔Ｎｏ． ４〕	 図は、 ２ 層のラーメンにおいて、 ２階に水平荷重P1、Ｒ階に水平荷重P2 が作用したと�

きの柱の曲げモーメントを示したものである。次の記述のうち、誤っているものはどれか。ただし、

全ての部材の自重は無視する。

QB

P1

P2
200 kN・ｍ 200 kN・ｍ

240 kN・ｍ 240 kN・ｍ

NC

160 kN・ｍ 160 kN・ｍ

320 kN・ｍ 320 kN・ｍ
V

Ｒ階

2階

1階

4 m

8 m

4 m

1 ． ２ 階に作用する水平荷重P1は、80 kNである。

2． ２階の梁のせん断力QBは、100 kNである。

3． １階右側の柱の軸方向圧縮力NCは、150 kNである。

4．右側の支点の鉛直反力Vは、230 kNである。
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〔Ｎｏ． ５〕	 図のような荷重を受けるトラスの斜材Ａ及びＢに生じる軸方向力をそれぞれNA及びNB

とするとき、軸方向力の組合せとして、正しいものは、次のうちどれか。ただし、全ての部材は弾性

部材とし、自重は無視する。また、軸方向力は、引張力を「＋」、圧縮力を「－」とする。

P

P

Ａ Ｂ

L L

L

NA NB

1 ． 0 ＋     2P

2 ． 0 －     2P

3 ． ＋     2P ＋     2P

4 ． ＋     2P －     2P
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〔Ｎｏ． ６〕	 図のような構造物Ａ、Ｂ及びＣの水平方向の固有周期をそれぞれTA、TB及びTCとした

とき、それらの大小関係として、正しいものは、次のうちどれか。ただし、水平力P又は ２Pを作用

させたときの水平変位δ又は 2δは、図のとおりである。なお、柱は弾性部材で伸縮はないものとし、

梁は剛体とする。また、柱の質量は考慮しないものとする。

P P

2P

2δ

Ａ Ｂ Ｃ

δ

δ

質量＝2M 質量＝4M

質量＝16M

１ ． TA＜ TB＜ TC

２ ． TA＜ TB ＝ TC

３ ． TA ＝ TB＜ TC

４ ． TB＜ TA＜ TC
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〔Ｎｏ． ７〕	 中心圧縮力を受ける正方形断面の長柱の弾性座屈荷重Peに関する次の記述のうち、最

も不適当なものはどれか。ただし、柱は全長にわたって等質等断面とする。

１．Peは、柱の長さが 1
2 倍になると ４倍になる。

２．Peは、正方形断面を保ちながら柱断面積が ２倍になると 16 倍になる。

３．Peは、柱のヤング係数が ２倍になると ２倍になる。

４．Peは、柱の材端条件が「一端自由他端固定の場合」に比べて「両端ピンの場合」のほうが大きく

なる。

〔Ｎｏ． ８〕	 建築基準法における荷重及び外力に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．建築物の地上部分における各層の地震層せん断力Qiは、最下層の値が最も大きくなる。

２．単位床面積当たりの積載荷重の大小関係は、建築物の実況に応じて計算しない場合、「地震力

を計算する場合」＜「大梁、柱又は基礎の構造計算をする場合」＜「床の構造計算をする場

合」である。

３．風圧力の計算に用いる速度圧qは、その地方について定められている基準風速V0の ２ 乗に比例

する。

４．風圧力の計算に用いる基準風速V0 は、極めて稀に発生する暴風時（再現期間が概ね 500 年）を

想定して定められている。

〔Ｎｏ． ９〕	 木造軸組工法による地上 ２階建ての建築物に関する次の記述のうち、最も不適当なもの

はどれか。

１．壁量計算において、垂れ壁を存在壁量として算入するために、垂れ壁の両側は準耐力壁とした。

２．筋かいの端部について、一方を柱と横架材との仕口に緊結し、もう一方を柱に緊結した。

３．平面が長方形の建築物において、地震力に対する必要な耐力壁の有効長さ（必要壁量）を張り間

方向及び桁行方向について同じ値とした。

４．風圧力に対する必要な耐力壁の有効長さ（必要壁量）は、桁行方向の耐力壁については、桁行方

向の立面の見付面積を用いて求めた。
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〔Ｎｏ．10〕	 図のような平面を有する木造軸組工法による平家建て建築物（桁行12 .0 m、張り間10 .0 m）

について、「木造の建築物の軸組の構造方法及び設置の基準を定める件（昭和 56 年建設省告示第

1100 号）」第 4（いわゆる四分割法）に従って耐力壁等が釣合いよく配置されていることを確認する場合

の、張り間方向の計算に用いる側端部分を示す図として、正しいものは、次のうちどれか。ただし、

図中における寸法の単位はmとする。
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〔Ｎｏ．11〕	 鉄筋コンクリート構造の配筋に関する次の図と記述のうち、最も不適当なものはどれか。

ただし、図に記載のない鉄筋は適切に配筋されているものとする。

スラブ

梁
副あばら筋

柱
梁

梁

柱主筋

ガス圧接
継手

１ ．両側にスラブが取り付いた梁の副あばら筋

において、必要な余長を確保したうえで、

副あばら筋の上側の末端を 90 度フックと

した。

２．柱主筋の配筋において、同一断面内に継手

が重ならないように相互にずらして、ガス

圧接継手を柱頭部に設けた。

スラブ

梁

上端筋

柱

壁
スリット材

鉄筋
（防錆処理を施したもの）

３ ．両側スラブの配筋において、梁端からの必

要な定着長さを確保したうえで、スラブの

上端筋を直線定着した。

４．柱と壁との間に設けた完全スリットにおい

て、面外変形を抑えるための鉄筋を設けた。
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〔Ｎｏ．12〕	 鉄筋コンクリート構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．帯筋によるコンクリートの拘束の度合いが大きいほど、一般に、柱の軸方向圧縮耐力は大きく

なり、最大耐力以降の耐力低下の度合いは緩やかになる。

２．柱の断面算定において、コンクリートに対する鉄筋のヤング係数比nは、一般に、コンクリー

トの設計基準強度が高くなるほど小さな値となる。

３．壁式構造の耐力壁では、曲げ降伏する時点の平均せん断応力度が同じ場合、一般に、壁板両端

に柱があるラーメン構造の耐力壁に比べて、靱性は低下する。

４．主筋間のあき
4 4

が大きくなるほど、一般に、付着割裂強度は小さくなる。

〔Ｎｏ．13〕	 鉄筋コンクリート構造の許容応力度計算に関する次の記述のうち、最も不適当なものは

どれか。

１．柱の許容曲げモーメントは、「圧縮縁がコンクリートの許容圧縮応力度に達したとき」、「圧縮

側鉄筋が許容圧縮応力度に達したとき」及び「引張鉄筋が許容引張応力度に達したとき」に対し

て算定したそれぞれの曲げモーメントの値のうち、最大となるものとした。

２．建築物の外壁から突出する部分の長さが ２ m以下の片持ちのバルコニーについて、鉛直方向の

振動の励起が生じにくいものと判断して、鉛直震度による突出部分に作用する応力の割増しを

行わなかった。

３．引張側にスラブが取り付く大梁の短期許容曲げ耐力の算定時に、スラブ筋の耐力を算入しな

かった。

４．柱梁接合部の許容せん断力を大きくするために、設計基準強度がより高いコンクリートを採用

した。

〔Ｎｏ．14〕	 鉄筋コンクリート構造の保有水平耐力計算に関する次の記述のうち、最も不適当なもの

はどれか。

１．柱のせん断終局耐力は、一般に、平均軸応力度がコンクリートの設計基準強度の 0.4 倍以下の

場合、軸方向圧縮応力度が大きいほど大きくなる。

２．架構のメカニズム時にヒンジが生じない状態の柱のせん断終局耐力が、架構のメカニズム時の

せん断力に対して 1.1 倍の場合、一般に、部材種別はFDとなる。

３．局部崩壊に至る脆性破壊を生じる柱を有する建築物では、一般に、当該柱を無視した靭性部材

のみで構成された建築物とみなして、当該柱がある階の保有水平耐力を算定する。

４．大梁のせん断終局耐力は、一般に、有効せいに対するせん断スパンの比が小さいほど大きくな

る。
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〔Ｎｏ．15〕	 鉄骨構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．多数回の繰返し応力を受ける梁フランジを建築構造用圧延鋼材SN400 Bから同一断面の

SN490 Bに変更しても、継手などの形式及び総繰返し数が同じであれば、許容疲労強さは変わ

らない。

２．柱を建築構造用圧延鋼材SN400 Bから同一断面のSN490 Bに変更しても、細長比がSN400 Bの

限界細長比より大きければ、許容圧縮応力度は変わらない。

３．建築構造用圧延鋼材SN490 Bの板厚を 25 mmから 50 mmに変更しても、許容引張応力度は変

わらない。

４．大スパンの梁部材を建築構造用圧延鋼材SN400 Bから同一断面のSN490 Bに変更しても、鉛直

荷重による梁の弾性たわみは変わらない。

〔Ｎｏ．16〕	 鉄骨構造の接合部に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．溶接接合において、溶接部の強度を低下させないために、入熱量及びパス間温度が規定値より

小さくなるように管理した。

２．露出形式柱脚において、所定の構造計算を行わなかったので、アンカーボルトの基礎に対する

定着長さをアンカーボルトの径の 15 倍とした。

３．高力ボルト摩擦接合部において、２面摩擦接合 ２本締めの許容せん断耐力を、同一径の １面摩

擦接合 ４本締めの場合と同じ値とした。

４．高力ボルト摩擦接合部において、すべり耐力以下の繰返し応力に対しては、ボルト張力の低下

や摩擦面の状態の変化を考慮しなかった。

〔Ｎｏ．17〕	 鉄骨構造の耐震計算に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．最大スパンが ９ mで、高さ ９ m、延べ面積が 450 m2の ２ 階建ての建築物を「ルート １－２」で設

計した。

２．「ルート １－２」の計算において、標準せん断力係数を 0 .3 として地震力の算定を行ったので、

層間変形角及び剛性率の確認を行わなかった。

３．「ルート ２」の計算において、筋かいの水平力分担率の値に応じて、地震時の応力を割り増した。

４．冷間成形角形鋼管を柱に用いた建築物の「ルート ２」の計算において、中間階の各柱梁接合部の

梁の全塑性モーメントの和が、柱の全塑性モーメントの和の 1.5 倍以上となるようにした。
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〔Ｎｏ．18〕	 鉄骨構造の設計に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．角形鋼管を用いた柱は、横座屈が生じるおそれ
4 4 4

がないので、材長にかかわらず、許容曲げ応力

度を許容引張応力度と同じ値にすることができる。

２．骨組の塑性変形能力を確保するために定められているＨ形鋼（炭素鋼）の梁の幅厚比の上限値は、

フランジよりウェブのほうが小さい。

３．鋼材断面の幅厚比の規定は、局部座屈防止のために設けられたものであり、鋼材の降伏点に影

響される。

４．柱梁接合部パネルは、大地震時において、接合される梁や柱より早期に降伏しても、一般に、

骨組の剛性は直ちに低下しない。

〔Ｎｏ．19〕	 土質及び地盤に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．土の含水比は、一般に、細粒分含有率が大きくなるほど小さくなる。

２．土の飽和度は、水の体積を間隙の体積で除したものである。

３．地盤の有効応力は、全応力と間隙水圧との差である。

４．地震動が作用している軟弱な地盤においては、地盤のせん断ひずみが大きくなるほど、地盤の

減衰定数は増大する。

〔Ｎｏ．20〕	 地下外壁及び基礎に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．地下外壁の設計において、地下水以深の部分は、一般に、静止土圧と水圧を考慮する。

２．地下外壁に作用する土圧は、地表面全面に等しく荷重度が作用する場合、一般に、｢地表面荷

重がない場合の土圧｣に｢地表面の荷重度に静止土圧係数を乗じた値｣を加えたものとする。

３．直接基礎の極限鉛直支持力は、一般に、根入れ深さが深いほど小さくなる。

４．粘性土地盤に建築物を建築する場合、過圧密粘土の地盤よりも正規圧密粘土の地盤のほうが、

大きな圧密沈下が発生する可能性が高い。
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〔Ｎｏ．21〕	 基礎に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

1．一様な地盤において、杭の水平抵抗の検討に用いる水平地盤反力係数（単位 kN／m3）は、杭径

が小さいほど大きくなる。

２．同一の砂質地盤を支持層とする直接基礎において、極限鉛直支持力は、基礎の底面積のみなら

ず、基礎底面の形状にも依存する。

３．同一の砂質地盤において、正方形で剛な直接基礎の底面に単位面積当たり同じ荷重が作用する

場合、一般に、基礎底面の幅が小さいほど、即時沈下量は大きくなる。

4． １スパンで、幅に対する高さの比が大きい建築物では、一般に、圧縮側の杭の破壊が、直ちに

杭基礎全体の極限状態につながりやすい。

〔Ｎｏ．22〕	 鉄骨鉄筋コンクリート構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

1．地震時に引張軸力が生じる １階の柱脚の鉄骨部分は、原則として、非埋込み形式とする。

２．非埋込み形式の鉄骨柱脚が曲げ降伏する場合、その柱を鉄筋コンクリート造とみなして、構造

特性係数Dsの算定を行う。

３．耐力壁の縦横筋を周囲の鉄骨鉄筋コンクリート造の柱や梁に定着できない場合、縦横筋による

耐力は無視する。

４．構造特性係数Dsの算定において、耐力壁の想定される破壊モードがせん断破壊である場合、

その耐力壁の種別はWCとする。

〔Ｎｏ．23〕	 各種建築構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．壁式鉄筋コンクリート構造の建築物では、使用するコンクリートの設計基準強度を高くすると、

一般に、必要壁量を小さくすることができる。

２．壁式鉄筋コンクリート構造の建築物では、直交壁の取り付いた耐力壁の曲げ剛性を評価する場

合、一般に、直交壁の効果を考慮する必要がある。

３．プレストレストコンクリート構造におけるポストテンション方式は、コンクリートの硬化後、

PC鋼材に引張力を導入する方式である。

４．建築物の安全限界時の各部材の減衰特性を表す数値は、一般に、プレストレストコンクリート

造の部材のほうが、鉄筋コンクリート造の部材に比べて大きい。
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〔Ｎｏ．24〕	 免震構造に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．免震構造において、免震層に設置するダンパーの減衰力を大きくすると、上部構造の地震時応

答せん断力は単調に小さくなる。

２．免震構造に用いられる、積層ゴムのアイソレータの １ 次形状係数S1（ゴム １ 層の自由表面積

（側面積）に対するゴムの拘束面積（受圧面積）の比）は、主に積層ゴムの鉛直剛性及び曲げ剛性

に関係する。

３．免震構造に用いられるオイルダンパーは、免震層平面の外周部に設置すると、免震層のねじれ

変形を抑制する効果がある。

４．免震構造で用いられる天然ゴム系積層ゴムのアイソレータには、復元機能はあるが、減衰機能

はほとんどない。

〔Ｎｏ．25〕	 鉄筋コンクリート構造の建築物の耐震設計及び耐震改修に関する次の記述のうち、最も

不適当なものはどれか。

１．耐震設計において、部材のせん断終局耐力を計算する場合のせん断補強筋の材料強度は、JIS

規格品の鉄筋であっても、せん断破壊に対する余裕度を確保するために基準強度の割増しはし

ない。

２．耐震設計において、設計用一次固有周期Tを固有値解析等の精算によって求める場合には、

建築物の振動特性はコンクリートにひび割れのない初期剛性を用い、基礎や基礎杭の変形はな

いものと仮定する。

３．耐震改修には強度補強、靱性改善、損傷集中の回避のほかに、減築等により建築物に作用する

地震力を低減する方法もある。

４．耐震改修において、そで壁付き柱の耐力の向上を図る方法の一つに、「柱とそで壁との間に耐

震スリットを設ける方法」がある。
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〔Ｎｏ．26〕	 建築物の構造計画及び構造設計に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．地震時水平力を受けて骨組の水平変形が大きくなると、P－Δ効果による付加的な応力及び水

平変形が無視できなくなる。

２．建築物の平面形状が細長く、耐力壁が短辺方向の両妻面のみに配置され、剛床と仮定できない

場合、両妻面の耐力壁の負担せん断力は、剛床と仮定した場合より大きくなる。

３．鉄骨構造の筋かい付き骨組の保有水平耐力計算において、Ｘ形筋かいの耐力は、引張側筋かい

の耐力と、変形の適合を考慮した圧縮側筋かいの座屈後安定耐力を加えたものとすることがで

きる。

４．コンクリート充塡鋼管（CFT）構造の柱は、鉄骨構造の柱に比べて塑性変形能力が優れている

ので、鋼管の幅厚比制限を緩和することができる。

〔Ｎｏ．27〕	 木材及び木質系材料に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．CLT（直交集成板）の圧縮、引張、面外曲げ及び面内曲げの基準強度は、CLTを構成するラミ

ナ（挽
ひき

板）の強度を用いた算定式で与えられている。

２．構造用集成材の強度性能は、一般に、繊維方向と積層方向で異なる。

３．木材を大気中で十分に乾燥させ、木材中の結合水と大気中の湿度が平衡に達した状態を、気乾

状態という。

４．木裏は、一般に、木表に比べて乾燥収縮率が大きいので、乾燥時に木裏側に凹に反る性質があ

る。

〔Ｎｏ．28〕	 コンクリートに関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．コンクリートのせん断弾性係数は、一般に、ヤング係数の 0.4 倍程度である。

２．コンクリートの引張強度は、一般に、コンクリートの圧縮強度が大きいほど大きくなる。

３．コンクリートの圧縮強度は、一般に、コンクリート供試体の形状が相似の場合、供試体寸法が

大きいほど大きくなる。

４．軽量コンクリート １種のヤング係数は、一般に、同じ設計基準強度の普通コンクリートのヤン

グ係数に比べて小さい。
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〔Ｎｏ．29〕	 鋼材に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．（一社）日本鉄鋼連盟の製品規定「建築構造用冷間ロール成形角形鋼管」に適合するBCR295 材の

降伏点又は耐力の下限値は、295 N／mm² である。

２．建築構造用圧延鋼材SN400 Aは炭素量の上限と降伏点の下限が規定されているが、十分な変形

性能は保証されていない。

３．建築構造用圧延鋼材の常温から 400 ℃程度までの引張強さは、一般に、その鋼材の基準強度

（F値）よりも大きい。

４．熱間圧延鋼材の板厚方向（Ｚ方向）の強度は、圧延方向（Ｌ方向）や圧延方向に直角な方向（Ｃ方

向）よりも大きい。

〔Ｎｏ．30〕	 建築物の構造計画及び構造設計に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．建築物に作用する荷重及び外力の性質には、いろいろな種類があり取扱いが難しいので、法規

及び基規準は、荷重及び外力の数値を扱いやすいように便宜的に提示している。

２．鋼材スクラップから再生した電炉材を適切に用いることは、建築物の資材製造段階の二酸化炭

素排出量を削減する方法の一つである。

３．平面が不整形な建築物をエキスパンションジョイントを用いて整形な建築物に分割すると、一

般に、構造体の地震時の挙動が明確になるが、温度応力やコンクリートの乾燥収縮に対しては、

不利になる。

４．床の積載荷重や部材断面設計において、適度に余裕をもたせて設計することは、イニシャルコ

スト増となるが、一般に、建築物の寿命を延ばし、ライフサイクルコストの節減に結びつく。
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学科Ⅴ（施工）

〔Ｎｏ． １〕	 設計図書に基づく施工計画に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．設計図書に選ぶべき専門工事業者の候補が記載されていなかったので、設計図書に示された工

事の内容・品質を達成し得ると考えられる専門工事業者を、事前に監理者と協議し、施工者の

責任において選定した。

２．特記仕様書に記載のあった「遠隔臨場」（動画撮影用カメラ等とWeb会議システム等により映像

と音声を配信し、監理者の立会い等を行うことをいう。）の適用及び実施内容に基づき、施工者

は実施計画書を作成し、監理者は適用する工種・確認項目を「遠隔臨場」にて行った。

３．地下掘削工事中に埋蔵文化財が発見されたので、監理者は施工者に、書面にて工事の一時中止

を命じた。

４．工事請負契約書に基づく条件変更等により、承諾済みの実施工程表を変更する必要が生じたの

で、施工者が施工等に支障がないよう実施工程表を直ちに変更し、監理者は、当該部分の施工

に先立ち、それを承諾した。

〔Ｎｏ． ２〕	 工事現場の管理等に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．下請負業者は、請け負った範囲の仕事を安全に実施するために、統括安全衛生責任者との連絡、

調整事項についての関係作業員への連絡等を行う安全衛生責任者を選任しなければならない。

２．発注者から建築一式工事を直接請け負った特定建設業者は、当該工事を施工するために締結し

た下請契約の請負代金の額の総額が 7,500 万円の場合、全ての下請負業者を含む施工体制台帳

を作成し、建設工事の目的物を引き渡すまで工事現場ごとに備え置かなければならない。

３．建設業の許可を受けて建設業を営む者は、請け負った建設工事を施工する場合、下請負業者で

あっても主任技術者を置かなければならない。

４．建設業の許可の有効期間は許可日から ５年間であり、許可の更新を受ける際には有効期間満了

の日の 30 日前までに許可申請書を提出しなければならない。
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〔Ｎｏ． ３〕	 材料管理及び品質管理に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．地業工事に用いる既製コンクリート杭は、工事現場に仮置きするための場所が狭かったので、

やむを得ず、有害な応力が生じないよう適切な処置をとったうえで、荷崩れしないように ２段

まで積み重ねて、現場に仮置きした。

２．防水工事に用いるアスファルトルーフィングは、雨露や湿気の影響を受けにくい屋内の乾燥し

た場所に、平積みで保管した。

３．内装工事に用いるタイルカーペットは、材料が荷崩れしないように、５段積みで保管した。

４．外壁工事に用いる押出成形セメント板は、屋内の平坦で乾燥した場所に、積置き高さを最大１ m

として保管した。

〔Ｎｏ． ４〕	 建築工事の届出等に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．道路に外部足場を設置するに当たり、継続して道路の一部を使用する必要があったので、その

許可を受けようとする者が、「道路占用許可申請書」を道路管理者あてに提出した。

２．特定元方事業者の労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一場所において行われる建築工事

の着手に当たり、特定元方事業者が、当該作業の開始後、遅滞なく、「特定元方事業者の事業

開始報告」を労働基準監督署長あてに提出した。

３．高さ 35 mの建築物の新築工事において、事業者が、当該工事の開始の日の 14 日前までに、

「建設工事計画届」を労働基準監督署長あてに提出した。

４．共同住宅の新築工事を共同連帯して請け負ったので、共同企業体を構成する事業者が、当該工

事の開始の日の 14 日前までに、「共同企業体代表者届」を都道府県知事あてに提出した。

〔Ｎｏ． ５〕	 地盤調査及び仮設工事等に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．Ｎ値 0～4 程度の粘性土の地盤から室内試験に用いる試料を採取するために、固定ピストン式�

シンウォールサンプラーを用いた。

２．広大な敷地で地層の不陸が予想される地盤であったので、標準貫入試験を補間する位置で動的

コーン貫入試験を実施した。

３．単管パイプを用いて床面開口部の周囲に設ける仮設の手摺
すり

については、高さを １ mとし、物体

落下防止として高さ 10 cmの幅木を設け、墜落防止として床から 65 cmの位置に中桟 1本を取

り付けた。

４．特定建設作業に該当する杭打ち作業により発生する著しい振動について、振動規制法の基準を

管理するための測定場所を、特定建設作業場所の敷地境界線とした。
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〔Ｎｏ． ６〕	 土工事及び山留工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．山留め支保工の地盤アンカー工法において、施工した地盤アンカーの半数について、計画最大

荷重を設計アンカー力の 1.1 倍とする引張試験を行い、引抜き耐力を確認した。

２．山留め工事における腹起しの継手は、火打ち梁と切梁との間の曲げ応力の小さい位置とし、補

強プレートとボルトとを使用して連結した。

３．ソイルセメント壁の施工において、掘削対象土が攪
かく

拌
はん

不良となりやすいロームを含んでいる地

層であったので、入念に原位置土とセメント系懸濁液との攪
かく

拌
はん

を行った。

４．山留め壁・支保工の検討を行うに当たり、山留め壁外周上への掘削土の仮置きや大型の重機械

を据え付ける作業がない範囲については、作業荷重及び資材仮置き時の積載荷重として、

10 kN／m2の上載荷重を考慮した。

〔Ｎｏ． ７〕	 地業工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．場所打ちコンクリート杭工事において、杭頭の余盛り部分は根切り後、所定の位置まではつり
4 4 4

処理とするので、そのはつり
4 4 4

処理の時期を、コンクリート打込みから ７日経過した後とした。

２．場所打ちコンクリート杭工事において、コンクリートは地中に打ち込まれるので外気温による

影響が少ないことから、例年の建設地の施工時期の地中温度が低温でないことを確認したうえ

で、コンクリートの養生温度による調合管理強度の補正は行わなかった。

３．セメントミルク工法による既製コンクリート杭工事において、アースオーガーの支持地盤への

到達については、アースオーガーの駆動用電動機の電流値や積分電流値の変化及びオーガーの

先端に付着した排出土と土質標本との照合により確認した。

４．セメントミルク工法による既製コンクリート杭工事において、根固め液及び杭周固定液の管理

試験に用いる供試体を作製するに当たり、根固め液についてはグラウトプラントで混練した液

を、杭周固定液については杭建込み後の掘削孔からオーバーフローした液を、それぞれ採取し

た。
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〔Ｎｏ． ８〕	 鉄筋工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．ガス圧接において、圧接部の外観試験及び超音波探傷試験を行う技能資格者は、当該工事にお

ける圧接部の品質管理を行った者とした。

２．先組み鉄筋において、軸方向鉄筋にガス圧接継手を用いることとしたので、圧接時の鉄筋のア

プセット（縮み量）を見込んで組み立てた。

３．鉄筋の組立てにおいて、柱部材のスペーサーの配置は、特記がなかったので、上段は梁下より

0.5 m程度、中段は上段より 1.5 m間隔程度とした。

４．鉄筋の加工において、煙突に使用する異形鉄筋の末端部には、フックを付けた。

〔Ｎｏ． ９〕	 型枠工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．コンクリート表面の硬化不良を起こしやすいせき
4 4

板を現場で見分けるため、せき板表面にセメン

トペーストを塗り付けた ３日後に剥がして、その表面状態を確認した。

２．型枠に設ける配管用スリーブについて、柱及び梁以外の箇所で開口補強が不要であり、スリー

ブ径が 200 mm以下であったので、紙チューブを用いた。

３．構造体コンクリートの仕上りの平たんさについて、仕上げ厚さが ５ mmとなる部分の平たんさ

は、特記がなかったので、１ⅿにつき 10 mm以下とした。

４．片持梁の型枠を支持する支柱について、支柱の取外しによりコンクリートに支障が生じるおそれ
4 4 4

があったので、存置期間を延長した。

〔Ｎｏ．10〕	 コンクリート工事におけるコンクリートの調合計画に関する次の記述のうち、最も不適

当なものはどれか。

１．暑中期（日平均気温の日別平滑値が 25 ℃を超える期間）に施工するコンクリートにおいて、荷

卸し地点における目標スランプについては、特記がなかったので、21 cmとした。

２．普通ポルトランドセメントを使用したコンクリート（設計基準強度 36 N／mm2）の調合管理強度

を定めるに当たり、特記がなく、コンクリートの打込みから材齢 28 日までの期間の予想平均

気温が ５℃であったので、構造体強度補正値を ３ N／mm2とした。

３．普通ポルトランドセメントを用いた普通コンクリートの水セメント比の最大値は、65 ％とし

た。

４．JISへの適合を認証されたⅠ類のコンクリート（エコセメント及び再生骨材を使用しない。）の計

画調合を定めるに当たり、試し練りを省略した。
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〔Ｎｏ．11〕	 コンクリート工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．コンクリートポンプによる圧送において、コンクリートの粗骨材の最大寸法が 20 mmであっ

たので、それに対する輸送管の呼び寸法については 100 Aとした。

２．コンクリートの打込み日の外気温が 25 ℃を超えることが予想されたので、コンクリートの練

混ぜから打込み終了までの時間の限度を 120 分とした。

３．コンクリート棒形振動機（内部振動機）によるコンクリートの締固めは、打込み各層ごとに行い、

その下層に振動機の先端が入るようにほぼ垂直に挿入し、挿入間隔を 60 cm以下としたうえで、

コンクリートの上面にペーストが浮くまで加振した。

４．計画供用期間の級が「標準」で、普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートの打込み後の

湿潤養生期間は、５日以上とした。

〔Ｎｏ．12〕	 プレキャスト鉄筋コンクリート工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれ

か。

１．計画供用期間の級が「標準」で、普通ポルトランドセメントを用いた厚さが 20 cmのプレキャス

ト部材コンクリートにおいて、脱型後は、プレキャスト部材同一養生した供試体の圧縮強度が

10 N／mm2に達するまで湿潤養生を行った。

２．プレキャスト部材コンクリートの出荷日所要強度については、品質基準強度を採用した。

３．プレキャスト部材の製造工場における製品検査において、外壁のプレキャスト部材の屋外に面

する部分に、外壁の性能上支障がない幅 0 .10 mm以下のひび割れがあったので、プレキャス

ト部材製造要領書に従って、初期補修用プレミックスポリマーセメントペーストによる補修を

行ったうえで、合格とした。

４．プレキャスト柱部材の組立精度の検査は、±10 mmを判定基準として行った。
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〔Ｎｏ．13〕	 鉄骨工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．鉄骨柱据付け面の高さについては、特記がなかったので、その管理許容差を±5 mmとし、

ベースモルタルの平たん度を±0 .5 mm程度として管理した。

２．鉄骨溶接構造の ３ 階建ての建築物（延べ床面積 500 m2、高さ 10 m）の鉄骨を製作するに当たり、

設計図書に加工能力が国土交通大臣のＪグレード以上の認定をうけた工場と指定されていたの

で、Ｒグレードの鉄骨製作工場とした。

3． １節複数層の骨組の現場溶接において、その節の下層階から溶接を行うと、上層階において柱

の倒れ変形が累積するおそれ
4 4 4

があったので、その節の最上階から溶接を行った。

４．溶接部の融合不良の補修について、内部欠陥の位置を確認した後、欠陥部分及び欠陥端部から

さらに 20 mm程度広げた部分を除去し、舟底形に仕上げてから再溶接した。

〔Ｎｏ．14〕	 鉄骨工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．鉄骨部材の組立てにおいて、溶接後の精度を確保するために、溶接により生じるひずみ
4 4 4

を考慮

して、あらかじめ、逆ひずみを与える方向に鋼材を曲げ加工した。

２．デッキ合成スラブの効果を考慮した合成梁において、デッキプレートと鉄骨梁との接合として、

デッキプレートを貫通して軸径 16 mmの頭付きスタッドを溶接することが特記されていたの

で、焼抜き栓溶接を省略した。

３．トルシア形高力ボルトの締付け検査において、ボルトの余長については、ナット面から突き出

たボルトのねじ山はなかったが、ピンテールが破断し共回りがないことが確認されたので合格

とした。

４．接合部の母材がSN490 Bである高力ボルト接合において、接合部に 1 mmを超える肌すきが生

じたので、両面とも摩擦面としての処理を行ったSN400 Aのフィラープレートを挿入した。

〔Ｎｏ．15〕	 木造軸組工法による木工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．一戸建て住宅において、大壁造の構造用面材による耐力壁を、１階と ２階の上下同位置に設け

たので、胴差部の上下の構造用面材の相互間に隙間がないように釘留めとした。

２．ボルト径が 16 mmの孔あけ加工は、特記がなかったので、ボルトが木部のボルト孔に密着す

るように、ボルト孔の径をボルト径に 2.0 mmを加えた大きさとした。

３．釘留め工法の根太張り工法において、根太張り用フローリングの留付けには、床鳴り防止のた

め、ウレタン樹脂系接着剤を併用した。

４．厚さ ９ mmの構造用合板による壁倍率 2 .5 の真壁耐力壁において、緊結の方法は、NZ50 釘を

用いて、釘の間隔を 150 mmとした。　
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〔Ｎｏ．16〕	 防水工事及び屋根工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．保護層のある場合のアスファルトルーフィングに発生したふくれ
4 4 4

箇所のうち、ふくれに進行性

がなく小面積のものについては、確認して補修を行わなかった。

２．改質アスファルトシート防水工事において、防水層の下地の入隅については直角とし、出隅に

ついては 45 度の面取りとした。

３．シーリング工事において、やむを得ず、種類の異なるシーリング材を使用して打継ぎを行うこ

ととしたので、シリコーン系シーリング材を先打ちし、変成シリコーン系シーリング材を後打

ちした。

４．鉄筋コンクリート造の陸屋根に設ける縦形ルーフドレンの取付けに当たって、ルーフドレンの

つばの天端レベルを周辺コンクリート天端より 30～50 mm程度下げてルーフドレンが水平と

なるように固定して、コンクリートに打ち込んだ。

〔Ｎｏ．17〕	 左官工事及び張り石工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．コンクリートの床の下地処理において、ひずみ、不陸等の著しい箇所は、目荒し、水洗い等の

うえ、モルタルで補修し、14 日間放置した。

２．張り石工事における外壁乾式工法において、石材取付け用ファスナーの面外調整機構を考慮し

て、下地となるコンクリート部材の位置の許容差を±10 mmとした。

３．鉄筋コンクリート造の外壁へのモルタル塗りにおいて、下塗りとしてポリマーセメントモルタ

ルを塗り付ける際の １回の塗厚については、６ mmとした。

４．セルフレベリング材塗り後の養生について、施工した直後から硬化するまでの期間は、開口部

を開放して通風を確保した。

〔Ｎｏ．18〕	 ガラス工事及び金属工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．防火設備へのガラスの設置において、ガラスの破損がないように線入り板ガラスを使用した。

２．単板のフロート板ガラスの取付けにおいて、グレイジングチャンネルを用いたので、セッティン

グブロックを使用しなかった。

３．接触腐食の防止のために、電極電位の差が大きい材料である亜鉛めっき鋼板とステンレスは絶

縁して施工した。

４．現場で施工された、あと施工アンカーの固着力を確認する際、１日に施工されたもの
4 4

の各径ご

とを １ロットとし、この中から無作為に ３本を試験した。
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〔Ｎｏ．19〕	 内外装工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．せっこうボード張りの壁面からの音漏れの低減のために、せっこうボードの周辺部の隙間に弾

性シーリング材を充塡した。

２．せっこうボード突付け工法において、ボードの上に仕上げを行わないので、ベベルエッジボー

ドのへり
4 4

折り面どうしを突き合わせて張った。

３．シージングせっこうボードを屋内の多湿箇所に用いた。

４．鉄筋コンクリート造の建築物において、断熱材現場発泡工法による断熱材の総吹付け厚さが

90 mmだったので、１日で施工した。

〔Ｎｏ．20〕	 設備工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．給水管を埋め戻すに当たり、土被り 150 mm程度の深さに埋設表示用アルミテープを埋設した。

２．配管工事におけるスリーブの径は、保温材の厚さを含む管の外径よりも 40 mm程度大きなも

のとした。

３．屋外の雨水排水管と汚水排水管とを接続させるに当たり、臭気の侵入を防ぐため、雨水排水系

統にトラップますを設置した。

４．消防用水の設置場所は、消防ポンプ自動車が ３ mまで接近できる位置とした。

〔Ｎｏ．21〕	 各種工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．ナット回転法によるJIS形高力ボルトの締付け後の検査において、ナット回転量が不足してい

たボルトについては、それ以外に異常がなかったので、所定のナット回転量まで追締めを行っ

た。

２．鉄骨工事の溶融亜鉛めっき高力ボルトの締付け作業において、施工管理技術者を配置した。

３．鉄筋に 180 度フックを設けるための折曲げ加工において、鉄筋の種類がSD345 、呼び名がD29

であったので、その余長は ４ d以上とした。

４．外壁に使用する押出成形セメント板の相互の目地幅は、特記がなかったので、長辺及び短辺と

もに 10 mmとした。
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〔Ｎｏ．22〕	 鉄筋コンクリート造の建築物の耐震改修工事に関する次の記述のうち、最も不適当なも

のはどれか。

1．鋼板巻き工法による柱補強工事において、鋼板の形状を角形とするに当たって、既存柱と鋼板

の間のグラウト材の厚さは、特記がなかったので、10 mmとした。

２．独立した矩形柱の炭素繊維シートによる補強工事において、シートの水平方向のラップ位置に

ついては、構造的な弱点をなくすために、柱の同一箇所、同一面とならないようにした。

３．接着系アンカーによるあと
4 4

施工アンカーの穿
せん

孔作業において、アンカー筋がD13 であったの

で、ビット径が 15 .0～16 .0 mmのドリルを使用した。

4．既存コンクリートの圧縮強度試験について、コアを壁厚の小さい部位から採取することになり、

コア供試体の高さ（h）と直径（d）との比（ hd ）が 1.50 となったので、試験で得られた補正前の圧
縮強度に比（ hd ）の数値に応じた補正係数を乗じて、直径の ２ 倍の高さをもつ供試体の強度に
換算した。

〔Ｎｏ．23〕	 各種改修工事に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１．屋上緑化改修工事において、植物の地下茎が肥大成長する際に、耐根層のシートの隙間を貫通

しないよう、耐根層に使用する耐根シートの接合箇所における重ね合わせ部については、平面

部と同等の耐根性能となるようにした。

２．建具改修工事において、かぶせ工法により改修するに当たり、既存建具の方立、無目、障子等

を撤去したうえで、外周枠を残し、その上から新規の金属製建具を取り付けた。

３．内装改修工事において、特定天井の天井下地に該当しない軽量鉄骨天井下地（吊りボルト受け

等の間隔が 900 mm程度以下かつ天井面構成部材等の単位面積当たりの質量が 20 kg／m2以内）

を新設するに当たり、再利用する既存の埋込みインサートについては、特記がなかったので、

工事の当該階の ３か所に対して、それぞれ 200 Nの荷重による引張試験を行った。

４．防水改修工事において、既存保護コンクリートの撤去は、躯体や仕上げ材に損傷を与えないよ

うに、質量 15 kg未満のハンドブレーカーを使用した。



学科Ⅴ 26

〔Ｎｏ．24〕	 建築工事に関する工法の説明として、最も不適当なものは、次のうちどれか。

１．トーチ工法 �専用のバーナーで改質アスファルトシート裏面及び下地

を均一にあぶり、裏面の改質アスファルトを溶融させな

がら均一に押し広げて密着させる防水工法

２．グリッパー工法 �突き合わせた異形鉄筋の端部にスリーブを被せた後、こ

のスリーブを油圧ジャッキで圧着し、異形鉄筋の節に食

い込ませて接合する鉄筋継手工法

３．バイブロフローテーション工法 �主として砂質土地盤を締め固めるための地盤改良のうち、

振動体を地盤内に貫入させ、砂礫などを充塡しながら引

き上げることで密に詰まった砂杭を造成する工法

４．リフトアップ工法 �地上等の低所であらかじめ組み立てた大スパン構造の屋

根架構等を、ジャッキ又は吊上げ装置を用いて所定の位

置まで上昇させ設置する建方工法

〔Ｎｏ．25〕	 建築物の工事請負契約又は監理等業務委託契約に関する次の記述のうち、民間（七会）連

合協定「工事請負契約約款」（令和 7年 12 月改正）又は四会連合協定「建築設計・監理等業務委託契約約

款」（令和 6年 8月改正）に照らして、最も不適当なものはどれか。

１．監理業務委託契約において、業務委託書に基づいた受託者の監理業務方針の説明を受けた委託

者は、その説明を受けた日から ７日以内に、受託者に対して、その修正につき協議を請求する

ことができる。

２．建築設計・監理等業務委託契約において、委託者は、調査・企画業務段階において、必要があ

ると認めるときは、業務委託書等の内容を受託者に通知して、変更することができるが、この

場合において、受託者は委託者に対し、履行期間の変更を請求することはできない。

３．工事請負契約において、施工について受注者が善良な管理者として注意を払っても避けること

のできない騒音等の事由により第三者に与えた損害を補償するときは、発注者がこれを負担す

る。

４．工事請負契約において、発注者は受注者がこの契約の目的物を完成させることができないこと

が明らかであるときは、書面をもって受注者に通知し直ちにこの契約を解除することができる。












